










































Economic Bulletin of Senshu University
Vol. 52, No. 3, 133-156, 2018
《研究ノート》
「労働の世界」の変容とその行方
―「社会」の衰退から再生へ―
高橋 祐吉＊
133
としては，下部構造の上に成立する自己と他者
との交流や交響や交歓の場としての「社会」で
ある。そうした「社会」の有り様はさまざまで
あろうが，より良い「社会」とは，持続可能性
を持つとともに他者に対する想像力を土台とし
ているはずであり，言い換えれば，排除ではな
く包摂を重視しなければならないようにも思わ
れる。
わが国における格差や貧困の深刻な様相をき
わめて象徴的に示したのは，しばらく前に大き
な話題となった「蟹工船」（１９２９年）の驚異的
なまでの売れ行きであったかもしれない。１０年
前の時点で，新潮文庫だけで発行部数が１０４刷
１３８万部に達していたというのであるから今更
ながら驚く。特高に逮捕されたその日のうちに
凄まじい拷問によって虐殺（１９３３年２月２０日）
されたプロレタリア作家小林多喜二の作品が，
一見（あくまでも一見でしかなかった訳だが）
大した屈託もなく大衆消費社会において私的自
由を謳歌しているかに見える現代において，若
者たちの関心と共感を呼ぶことなど，いったい
どこの誰が予想し得たであろうか。プロレタリ
ア文学に対する関心はその後も続き，２０１３年か
らは楜沢健編の『アンソロジー・プロレタリア
文学』（森話社，全８巻，現在４巻まで刊行）
も出始めた。他に同じ楜沢の『だからプロレタ
リア文学』（勉誠出版，２０１０年）や綾目広治他
編の『経済・労働・格差 文学に見る』（冬至
書房，２００８年）なども出た。
楜沢は『だからプロレタリア文学』のはしが
きで次のように述べる。「『就活』のためのお辞
儀と敬語とマナーは口うるさく教えても，労働
法を教えない学校や大学が恐いように，夏目漱
石や村上春樹はくりかえし読み返しても，プロ
レタリア文学を見失い，忘れ，読み返そうとも
しない社会は，同じように恐い。『労働者』」や
『プロレタリア』という言葉をもはや死語だと
冷笑する社会は，ほんとうに恐い。忘れてはな
らない，見失ってはならない怒り，屈辱，苦さ，
悲しみ，嘆き，笑い，喜び，そして感動を忘れ
ないためにも，見失わないためにも，その生成
の瞬間に向きあうためにも，われわれは何度で
もプロレタリア文学に立ち返らなければならな
い」と。傾聴に値する一文であろう。
サラリーマン向けのビジネス誌なども，いさ
さかショッキングなタイトルの特集号を次々に
刊行した。労働の世界に起こった「異変」が広
く世間の注目を集め，いわゆる売れ筋のテーマ
となっていたからであろう。そのタイトルだけ
でも目に付いたままに拾い上げてみると，「雇
用漂流」，「雇用大淘汰」，「雇用破壊」であり，
「若者危機」，「娘，息子の悲惨な職場」であり，
更には「家族崩壊」，「あなたの知らない貧困」
といった具合であった。最近では，「絶望の非
正規」（『週刊東洋経済』２０１５年１０月１７日号）な
どと銘打ったものもあった。
格差や貧困がもはや否定しようもない現実と
なっていることは明らかであったが，今日まで
の事態を振り返って筆者が敢えて一言触れてお
きたいと思うのは，わが日本社会は，労働問題
さえも瞬く間に消尽するような，あまりにも貪
欲なまでの消費社会だということである。ネー
ミングの妙と話題性のみが競うように取り上げ
られ，新聞や雑誌の記事となって溢れ，論文が
次々と書かれ，関連書籍が読み切れないほど出
版され，事態が一体どこまで改善されたのかが
ほとんど不明なままに，あっという間に忘れ去
られて次の新奇な話題へと移っていくのである。
こうした，絶えず新奇なものばかりを追い求め
ようとする「市場」指向の潮流（それは後に触
れる新自由主義の申し子でもある）は，マスコ
ミやジャーナリズムの世界に止まらずアカデミ
ズムの世界にさえ跋扈していたのであるが，こ
うした潮流こそが，格差や貧困を広げてきた真
因を見失わせ，格差や貧困の解消に向けての地
道で持続的な取り組みを，きわめて脆弱ものに
押し止めてきたようにも思われる。
翻って，筆者の職場である大学に目を転じて
みよう。そうすると，格差や貧困をめぐる話題
が，何処か余所の世界の話なのではまったくな
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いことがよくわかる。他大学同様わが大学にも，
非常勤の教員と非正規の職員が大量に存在して
いるからである。現実には非常勤の教員の存在
無しに大学教育が成り立ち得ない状況にあるに
も拘わらず，終身雇用慣行と年功賃金と社会・
労働保険に守られた専任の男女の教員と，そう
した保障の無い非常勤の教員との間には，きわ
めて大きな身分上の格差がある。職員の場合も
同様であって，非正規の職員は複数の雇用形態
に区分されて，労務費コストが最小限となるよ
うな「雇用ポートフォリオ」（各種の雇用形態
の「最適」な組み合わせ）の下で有効に活用さ
れている。
大学には，高額の教育費負担が生み出す深刻
な問題もある。学費に毎月の仕送りが加われば，
親の教育費負担は生活を圧迫するほどのものと
なる。親の負担が大きくなれば，それを少しで
も軽くしようとして，アルバイトに励まざるを
えない学生が増加し，かれらのアルバイトに従
事する時間は長くなっていく。教育ローンと化
した奨学金では，こうした事態を防ぐことは困
難である。更に付け加えておけば，親の所得水
準に規定された「文化資本」の違いが，子供の
大学進学を左右するような状況，即ち大学進学
率格差さえもが浮かび上がってきているのであ
る。そのことが，「学歴分断社会」（吉川徹）を
もたらしているとの指摘もある。
似たような状況は，どのような産業や業種に
も当たり前のようにあるのだろう。勤務する企
業の経営状況や収益指標には関心を払っても，
「社会」の有り様を問うことの少なかったわれ
われは，格差や貧困を見過したり，あるいはま
た止むを得ないものとして「受容」してきたの
であるが，その積年の弊によって，今まさに「社
会」の衰退の危機（それは「社会」統合の危機
でもあるのだが）に遭遇しているように思われ
る。では，格差や貧困はどのようにしてここま
で広がりまた深まったのであろうか。リーマ
ン・ショック時には，「百年に一度」の「アメ
リカ発」の「金融恐慌」といった誰もが口にす
る枕詞を添えることによって，わが国ではあた
かも眼前の事態が不可避ででもあったかのよう
な物言いが広がっていたが，それはあまりにも
いい加減に過ぎたと言うべきだろう。当時表面
化していた労働問題などは，「派遣切り」の急
速な広がりを除けば既にそれ以前に出揃ってい
たのであり，こと改めて登場したようなものな
どでは更々なかった。だからこそ，この間猛威
を振るってきた労働の分野における新自由主義
の改革が，一体何をもたらしたのかを，改めて
広い視野から問い直してみなければならないの
である。
第１章 新自由主義の改革の帰結
市場原理主義とも呼ばれた新自由主義の改革
は，わが国では規制緩和を軸にした「構造改革」
と称されてきたのであるが，こうした改革に
よって労働の世界は大きく変貌した。その様相
を，『新自由主義』の著者は次のように描き出
している。「各国内では，労働組合をはじめと
する労働者階級の諸機関の力が押さえ込まれ解
体される（必要とあらば暴力によって）。フレ
キシブルな労働市場が確立される。国家は社会
福祉の給付から手を引き，雇用構造の再編を技
術的に誘導する。それによって個人化され相対
的に無力にされた労働者は，資本家の個々の要
望にもとづく短期契約しかない労働市場に直面
する」と。こうして，新自由主義の下では「『使
い捨て労働者』が世界的規模で労働者の典型と
して現れ」，多くの人々が「最も安く最も従順
な労働供給を見出すための『底辺へ向かう競争』
に巻き込まれていく」（デヴィッド・ハーヴェ
イ）と言うのである。１００名を超える自殺者を
出しつつ強行された国鉄の分割民営化と国鉄労
働組合潰し，労働市場の規制緩和の野放図な拡
大，そして大量のワーキングプアの堆積と続い
たこの間のわが国の動向などは，まさにこうし
た指摘が的を射ていることを証明しているかの
ようである。
「労働の世界」の変容とその行方
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ではハーヴェイの指摘するような深刻な事態
に，労働者と労働組合はどのような対応を見せ
たのであろうか。違法な解雇に対する裁判闘争
も取り組まれ，集会もパレードも行われ，これ
までの企業別組合とは異質の新しいユニオンが
組織され，ついには政権交代さえもが実現した
のであるから，そうした形で怒りは表面化した
かのようにも見えるのであるが，それでも「企
業社会」の深部を揺り動かすようなものとはな
らなかった。『市場独裁主義批判』の著者によ
れば，こうした事態は次のように説明されるの
だと言う。つまり，労働者の置かれた「客観的
不安定」が「主観的不安定」を生み，それが，
「士気喪失」と「動員不能」をもたらしている
のであると（ピエール・ブルデュー）。「客観的
不安定」を放置したままでは労働運動は前進し
ない。労働運動を前進させるためには，「客観
的不安定」を克服することが大事だということ
なのだろう。
１９８０年代には「豊かな社会」が論じられ，過
剰なまでの「富裕化」（馬場宏二）さえもが話
題となったが，今から振り返るとまさに隔世の
感がある。もともと「二重社会」（山田鋭夫）
でもあった「企業社会」が達成した「豊かさ」
は，その広さにおいてもあるいはまたその深さ
においても，明らかに脆弱なものだったと言わ
ねばならないだろう。言い換えるならば，われ
われは社会的な保障や保護や規制，あるいはそ
れらをもたらす制度やルールに対する関心を弱
めたまま，私的消費の領域における「豊かさ」
に幻惑され続けてきたようにも思われる。大企
業の男性正社員に限定すれば，かれらを企業に
深く統合することに成功し，自由主義を抑制し
て企業内に擬似的な「共同体」を作り出したか
に見えたわが国の「企業社会」は，その成功故
に，「社会」における生活と労働のバリケード
を構築することを忘れ，自由主義を抑制するこ
とを忘れてきたのであった。新自由主義の改革
がさほどの抵抗もなく受容されたのはそのため
であり，そうした受容の素地は，「企業社会」
の形成と成熟を通じてかなり前から準備されて
いたと言うべきなのだろう。
ところで，労働分野における新自由主義の改
革の総決算は，当時「労働ビッグバン」という
形で表面化したのであるが，これを推進しよう
とした「経済財政諮問会議」（この会議は当時
「構造改革の司令塔」と呼ばれた）では，その
目的を，働き方に多様性を持たせ，労働市
場での移動やステップアップを容易にし，そし
てまた不公正な格差を是正すること，に置い
ていた。こうしたシュガー・コーティングされ
た文言だけを見れば，一見誰もが了解可能な目
的ででもあるかのように思われたのであるが，
そこにはどのような現実的な意図が潜んでいた
のであろうか。問われなければならないのはそ
のことである。
については，正社員を可能な限り圧縮し，
多様な名称の非正社員に代替していくことが目
指されていた。この間繰り返し称揚され，今日
でも改めて強調されている「雇用形態の多様化」
や「働き方の多様化」は，結局のところ，非雇
用という働き方をも含んだ非正社員の多様化に
過ぎなかったと言うことも出来るだろう。に
ついては，「解雇の自由化」をも射程に入れつ
つ，労働市場の流動性を今以上に高めることが
目指されていた。これは雇用保障の更なる弱体
化を狙ったものであったと言ってよい。そして
については，格差の是正を口実にしながら労
働諸条件の低位平準化が目指されていた。賃金
について言えば，正社員賃金の非正社員化であ
り，男性賃金の女性化であり，中高年賃金の若
年化である（これらの動きは，「ウェイジ・シェ
アリング」などと称されたりもした）。このよ
うにして，わが国でもハーヴェイの指摘そのま
まに，「フレキシブルな労働市場」が確立され
て「使い捨て労働者」が活用されるとともに，
「底辺へ向かう競争」が作り出されてきたので
あった。
しかもジャーナリズムの世界では，深刻な格
差や貧困の現実が告発される一方で，こうした
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「労働ビッグバン」の目指す方向をさまざまな
装いで代弁するような議論ももてはやされ，活
発化していた。それらの議論の多くは，「労使
対立」を「労労対立」へと誘導するものであっ
たと言えよう。総「中流」化された「平等」社
会の幻想が脆くも崩れたこと自体が，こうした
議論を正当化し合理化するとともに，世俗化さ
せてきたのであった。同類の議論は今でもある。
「幸福に働き，生きるヒント」（大内伸也）を授
けようとする学者が，他方では，あれこれの留
保を付けつつも，解雇しやすくなれば働くチャ
ンスが広がり，「限定正社員」が働き方を変え，
有期雇用を規制しても正社員は増えず，派遣を
もっと活用すべきであり，ホワイトカラー・エ
グゼンプションは悪法ではなく，定年延長で若
者が犠牲になるといった議論を展開しているの
である。総じて言えば，法による規制の有害性
を論じて余すところの無い議論なのであるが，
果たしてそうした世界に「幸福に働き，生きる」
ことが可能となる「社会」が生み出されるので
あろうか。
人々が「幸福に働き，生きる」ことが可能な
「社会」形成していくためには，かれらが自ら
の運命を自己決定出来ることが重要であろう。
そうであるならば，「とりわけ企業などの巨大
な社会権力が介在する分野では，個々人の自己
決定は，国家法的規制や労働者集団による社会
権力の規制に支えられて初めて，現実的な意味
を獲得する。つまり，問題を国家―企業―労働
者という三者関係においてとらえるならば，企
業に対する規制が個々の労働者の自己決定を現
実化させるため不可欠の条件なのである」（西
谷敏）と語る論者の指摘をこそ重視すべきであ
ろう。労働組合の歴史的な獲得物をも「既得権」
として批判し，自由な「市場」の下での「平等」
を実現しようとするような議論は，新自由主義
の主張そのものではなかっただろうか。政財界
は，この間一貫して「高コスト体質」の是正の
ために長期雇用慣行を可能な限り限定し，わが
国の賃金が帯びざるを得なかった年功的性格を
一掃しようとしてきたのであるが，先のような
議論は，こうした動きに連動しかねない危険を
当初から孕んでいたと言うべきだろう。
格差や貧困の拡大は，現代資本主義の変容と
深い関わりを持っている。今日における労働の
世界の動向を捉えようとする時，現代社会のど
のような変化に着目すべきであろうか。『働き
すぎの時代』の著者が注目したのは，地球大の
競争の激化に示されるグローバリゼーションや，
情報化社会における情報通信技術の発達，消費
社会における利便性の徹底した追求，新自由主
義の改革がもたらす労働の弾力化，そして従業
員重視から株主重視の経営への転換であった
（森岡孝二）。きわめて包括的かつ興味深い指摘
であろう。筆者のような視野の狭い人間が付け
加えることなど特には無いが，敢えて一言だけ
言えば，新自由主義の改革が労働の弾力化をも
たらしたことは言うまでもないが，彼が指摘し
ているような現代資本主義の構造的とも言える
変貌のすべてが，自由な「市場」を指向した新
自由主義と深い関わりを持ち，また，そのすべ
てが労働の世界に大きな衝撃を与え，労働者の
働き方を変えてきたことに注目すべきであろう。
そうした衝撃がわが国において生み出したもの
こそ，いささか三題噺めくが，非正社員の増大
であり，成果主義賃金の導入であり，労働組合
の組織率の低下であったと言ってよい。日本的
経営における「三種の神器」と言われてきたも
のの大きな変貌である。
だが，われわれが今肝に銘じておかなければ
ならないことは，労使関係に現われる「階級妥
協」のあり方もそしてまた「社会」のあり方も，
ともに双方向に可変的だということである。今
更のように，そうした言わずもがなの原理や原
則を持ち出すのには訳がある。新自由主義の改
革は，長期雇用慣行や年功重視の賃金の維持を
「時代遅れ」の「空理空論」であり，「無理難題」
ででもあるかのように描き出し，その一掃を主
張してきた。そうしたこともあって，世の中の
常識を疑い批判することで耳目を集めてきたは
「労働の世界」の変容とその行方
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ずの「識者」が，それこそ大した疑問も抱かず
に，今後は終身雇用や年功賃金を維持すること
は難しいなどと述べて，新自由主義の改革が描
き出す「常識」に大人しく従っているようにも
見えるからである。
しかしながら，きわめて興味深いことに，普
通の労働者の多くは，非「常識」にも長期雇用
慣行を支持し年功賃金を擁護しているのである。
しかも近年その支持率が上昇し続けてきている
ことが注目されよう。第７回の「勤労生活に関
する調査」（労働政策研究・研修機構，２０１６年）
によれば，終身雇用の支持率が８７．９％，年功賃
金の支持率が７６．３％で，いずれも過去最高の水
準となっているのである。非正社員の増大に
よって雇用が不安定化したり，成果主義賃金の
導入によって生活が不安定化していることに対
して，人々は明らかに不安と不満を抱き続け，
問わず語りではあれ，結果として新自由主義の
改革に懐疑の眼差しを向けているようにも思わ
れる。普通の労働者が，雇用や労働条件に関し
て「保守的」であったり「現状維持」を望んだ
りすることを，嗤うべきではない。雇用に大き
な不安がなく将来にわたって仕事を継続出来る
見通しが持てること，セニョリティが重視され
て，勤続が評価の対象となった右上がりの賃金
カーブによってそこそこの生活が保障されるこ
と，こうしたことを「公正」なものとして期待
するのは，普通の労働者にとってはごく自然な
成り行きだからである。更に言えば，こうした
願望は何も日本の労働者にだけ見られるもので
もない。
リーマン・ショック前の１０年程の間に，一方
では雇用者報酬が１１兆円も減少していたのに対
して，他方では配当が７兆円，企業貯蓄が１６兆
円も増大しただけではなく，富裕層への減税が
たびたび繰り返されたりしたし，その後も，長
期にわたって実質賃金が低下・低迷したにも拘
わらず，企業の内部留保が過去最高の４０６兆円
（２０１６年度「法人企業統計調査」）にまで達する
という事態も生まれた。度重なるこうした「不
都合な真実」の累積こそが，普通の労働者の不
安と不満を醸成してきたのであり，労働と生活
の安定への願望が，長期雇用慣行と年功賃金に
対する高い評価を生み出してきたようにも思わ
れる。こうした現実がある限り，格差と貧困に
彩られた社会から平等や保障を重視したオルタ
ナティブな社会へと向かう可能性は依然として
あると言うべきだろう。持続可能な労働と生活
への執着，そして格差と貧困によってディス・
エンパワーメントされた人々への共感，それら
を土台とした包摂する「社会」の再生こそが，
今われわれに求められているものなのではなか
ろうか。
第２章 融解した雇用とその背景
第１節 新たなビジネス・モデルと非正社員
この間労働の世界は大きく変貌したが，その
なかでもっとも注目すべきは，非正社員（勤め
先での呼称が「正規の職員・従業員」以外の者）
の急増である。勿論戦前から非正社員は存在し
ており，その歴史はきわめて長い。１９５０年代に
は臨時工や社外工が社会的な関心を集めた
し，１９６０年代以降はパートタイム労働者が非正
社員を代表する雇用形態となり，１９８０年代後半
には新たに派遣労働者が登場した。だが，いつ
の時代にも非正社員が存在したことをもって，
今日の急増を当たり前のこととして合理化し正
当化することは出来ないだろう。現在では非正
社員が総数で２，０２３万人となり，役員を除く雇
用者の３７．５％に達するところまで膨らんで来た
のであるが（２０１６年総務省「労働力調査」），そ
うした事態を生むことになった転換点が，明ら
かに存在するからである。それが，１９９５年に当
時の日経連によって提唱された新たな「日本的
経営」であった。
『新時代の「日本的経営」』と題されたこの報
告書は，これからの労働力を長期蓄積能力活
用型（従来の長期継続雇用という考え方に立っ
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て，企業としても働いてほしい，従業員として
も働きたいというグループ），高度専門能力
活用型（企業の抱える課題解決に，専門的熟練・
能力をもって応える，必ずしも長期雇用を前提
としないグループ），雇用柔軟型（職務に応
じて定型的業務から専門的業務を遂行出来る人
までいるグループ）の三タイプに分け，「高コ
スト体質」の是正のために，これまでに位置
付けられていた正社員を可能な限り限定し，正
社員に代替する労働者としてやのタイプの
非正社員を活用しようとしていたのである。
ここで重要なことは，日本における完全雇用
の理念でもあった終身雇用慣行が，初めて公然
と放棄を宣言されるに至ったことであり，これ
まで形式上はの補完物とされて，その周辺や
底辺に位置付けられていたやの雇用形態が，
と並ぶような位置にまでせり上がってきたこ
とであろう。正社員のみがあるべき雇用の姿な
のではない，このことをきめて鮮明かつ大胆な
形で宣言したのが先の報告書であったと言えよ
う。その結果，「雇用ポートフォリオ」といっ
た考え方に立って，各企業では，，の最
適な組み合わせが追求されていったのである。
こうして，たとえ建て前に過ぎないもので
あったとはいえ，それまでの日本的経営を特徴
付けてきた「長期」的視点にたった「人間」的
経営からの転換が始まり，日本的経営は内部労
働市場における人材の育成を基軸とした「ス
トック型」の経営から，外部の人材を積極的に
活用する「フロー型」の経営へと徐々に変貌し
ていったのである。新たなビジネスモデルへの
転換である。とやの間に経験や知識，技
能の点で明確な境界がなかった産業や業種では，
からやへの代替が急速に進められていっ
た。や，とりわけのようなタイプの労働
力の活用が，「高コスト体質」の是正にストレ
ートに結び付いていたからである。あるいは，
「名ばかり正社員」のように，自体がや
に近付いたケースもあった。やのタイプの
労働者は，間接雇用の労働者となったり，短期
の雇用契約の労働者となったので，かれらは不
安定な雇用形態のまま外部労働市場に投げ入れ
られることになる。それ故，労働市場の流動化
のなかで使い捨ての労働力となる危険性は高ま
ると見られていたのだが，その後の動きを虚心
に観察すれば，事実その通りの展開となったと
言ってよい。「専門的熟練・能力」を持った
のタイプの労働者や，に一部含まれるとされ
た「専門的業務」を遂行出来る労働者などは，
ごく限定的に存在するに過ぎなかったと言える
だろう。
こうしたやのタイプの労働者を活用する
にあたっては，新たな日本的経営像に沿う形で
進められた労働市場の規制緩和が，大いに力を
発揮したことは言うまでもない。その典型的な
事例として，ここでは，労働者派遣法における
対象業務の拡大によって，「社会」が衰退して
いったプロセスを簡単に紹介しておこう。労働
者派遣法が成立するまでは，雇用者と使用者が
異なるような間接雇用は，労働者供給事業とし
て職安法によって禁止されてきた。しかし，１９７０
年代以降のサービス経済化の進展を背景として，
ビルメンテナンスや警備，情報処理サービスな
どの分野において，労働者供給事業にあたるよ
うな人材派遣が拡大していった。こうした現実
を受けて，１９８５年には職安法にいう労働者供給
事業の一部を合法化して，労働者派遣事業とし
て認可する「労働者派遣法」（以下派遣法と呼
ぶ）が成立した。
派遣法の成立時に例外的に許可された対象業
務は，専門的業務や特別の雇用管理を必要とし
た１３業務（法律施行時には１６業務）に留まって
おり，その後対象業務が追加されてはいったも
のの，それでも１９９９年までは，対象業務を限定
的に許可する「ポジティブリスト方式」の下で
２６業務に限定されていたのである。しかし１９９９
年には，それまでの「ポジティブリスト方式」
から，対象業務を例外的に禁止する「ネガティ
ブリスト方式」に変わり，港湾運送，建設，警
備，医療，製造を除き原則として対象業務を自
「労働の世界」の変容とその行方
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由化するという大改正が行われた。この改正で
は，対象業務の原則自由化の替わりに，新しく
自由化された業務については受け入れ期間の上
限が１年とされて，「臨時的・一時的な労働力
需給システム」の形態だけは一応維持されてい
たが，２００３年にはこの上限１年が３年に延長さ
れ，製造業への派遣も解禁されるに至った。そ
して２００７年には製造業への派遣期間の上限も１
年から３年へと延長されたのである。
派遣法が当初想定していた派遣労働者とは，
「専門的業務」に「臨時的」に充当される労働
力であったはずであるが，今日ではすっかり様
変わりし，不熟練職種に恒常的に充当される労
働力が主流となった。企業による使い勝手の良
さばかりが優先され，彼らの生活は軽視されて
「社会」は衰退していったのであった。こうなっ
てくると，「もともと，派遣システムによって，
日本的雇用慣行が解体し，労働市場が流動化す
る訳ではない。日本の長期雇用システムの周辺
で，内部労働市場を柔軟化し，外部労働市場と
の接点の摩擦を回避し，円滑にする需給システ
ムの一つが派遣システムなのである」（高梨昌）
といった弁護論的な主張などは，もはや完全に
崩壊したと言うべきだろう。
第２節 非正社員の時代が意味するもの
このような労働市場の規制緩和を通じて，既
に広がっていたフルタイム雇用からパートタイ
ム雇用への転換に加えて，直接雇用から間接雇
用への転換や，雇用期間に定めのない無期雇用
から期間限定の有期雇用（当然ながら短期雇用
となる）への転換が進められていったのである。
その際，こうした転換を合理化するイデオロギ
ーも生まれた。「雇用形態の多様化」や「働き
方の多様化」といった主張である。非正社員の
増大は，労働者が自発的に多様な働き方を選択
した結果ででもあるかのように論じられ，彼ら
の悲惨は「自己責任」ででもあるかのように主
張されてきたのである。非正規雇用や不安定雇
用といった表現も，そこに道徳的・倫理的な批
判が含まれているとして使用が躊躇われ，ニュ
ートラルな表現としての非典型雇用が多用され
ることになった。しかしながら，後に触れるよ
うな実態から見ると，わが国の非正規雇用は，
均等待遇をベースにしながら臨時的な業務に限
定的に使用されるヨーロッパタイプの非典型雇
用（atypical work）と言うよりも，そうしたベ
ースのまったくないアメリカタイプの細切れで
不確実な労働（contingent work）にずっと近かっ
たのではなかろうか。EUでもパートタイム雇
用や有期雇用，派遣労働が広がったが，そこで
は不十分ではあれ均等待遇の維持や非正社員の
乱用に対する規制が加えられていたことが想起
されるべきである。フレキシビリティとともに
セキュリティが重視されることによって，「フ
レキシキュリティ」が追求されていたのであり，
そこには明らかに「社会」が存在した。
ところがわが国においては，例えば日雇い派
遣の禁止に関してさえも，「本人が自分の意思
で行っている働き方について選択肢を狭めるこ
とが，労働者のためなのか」（『朝日新聞』２００８
年８月３日）といった主張（八代尚宏）が，何
の恥じらいもなく堂々となされていたのである。
『労働経済白書』（２００８年版）でさえも，非正社
員の増加は「労働者が柔軟な働き方を求めるよ
うになったから」ではなく，企業による労務費
コストの削減のためであると指摘されていたに
も拘わらず，家計補助的な就業者が多いパート
タイム労働者を込みにして，非正社員を「自発
的に選択した者も多い」（佐藤博樹）と強弁す
るような著作も刊行された。よりアカデミック
にソフィスティケートされた議論としては，「労
働市場での競争のなかで非典型雇用労働者に
なっている者のみならず，非典型雇用労働者の
雇用形態を任意的に選択してそれに就いている
者も相当に多い。そのような供給が非典型雇用
労働者の需要とマッチしているが故に，非典型
雇用労働者の雇用形態が成り立っている」（菅
野和夫）とか，「従来の雇用システムが，長期
140
勤続を基本とする内部昇進・能力開発型キャリ
アに一面的に特化した，やや硬いシステムで
あったとすれば，必ずしも長期勤続・内部昇進
を前提としないキャリア・モデルを想定して行
動する従業員を包括し，その能力を十分発揮さ
せることが出来るようなシステムを開発するこ
とが必要になっている」（仁田道夫）というよ
うなものもあった。
最近でも，「非正規労働者の存在，あるいは
正規労働者との併存は，市場経済を前提とする
かぎり，存外に合理的な根拠がある。ここで合
理的とは，ふつう当然のことと強調される低コ
スト機能あるいは低賃金利用機能ではない。そ
れよりもはるかに経済の面での競争力に積極的
に寄与する機能である。それに非正規労働者個
人にとっても仕事情報の面でのプラスもある」
（小池和男）と教え諭してくれるような議論も
ある。「もちろん弊害もある」と言い訳がまし
く触れられてはいるが，「世に弊害のない制度
はまずない」との御託宣なので，弊害にそれほ
どの関心は払われてはいないのであろう。
もっとも，こうした指摘にも部分的な真理は
当然ながら存在する。しかし，わが国における
非正社員の増大が孕んでいたはずの基本的な問
題点が，新自由主義の時代風潮に媚びるかのよ
うな形で，結果的には曖昧にされていったので
ある。こうした議論の持つ危うさと言えるのか
もしれない。「正社員だけが良い雇用で，他の
雇用形態で働く労働者は常に正社員を夢見てい
るのだと決めてかかるのは，いかにも古い」（中
村圭介）とまで揶揄されたのであったが，その
古い議論が新しさを増したのが今日の事態であ
るとでも言えようか。「労働力調査」（２０１６年）
によれば，「非自発的」な選択の結果非正社員
とならざるを得なかった労働者は，減少してき
ているとはいえ今でも２９７万人（非正社員の
１５．６％）も存在しているのである。こうした異
様な数字に鈍感な議論の方こそが問題であると
言うべきだろう。
ところで，非正社員の時代の到来が広く注目
されたのは，かれらの数が増大した結果，これ
まで典型として描かれてきた非正社員像の揺ら
ぎがクリアになってきたからである。従来であ
れば，非正社員と言えば家計の補助を目的とし
て働く既婚女性かフリーターの若者あるいは高
齢の日雇い労働者であり，しかもかれらの多く
は非正社員としての働き方を自発的に選択して
いるかのように捉えられてきたのであるが，そ
うしたステレオタイプ化された非正社員像から
はみ出した非正社員が注目されるようになって
きたのである。言い換えれば，家計の主たる担
い手となるべき，あるいは担い手となっている
男性が，正社員の仕事を求めているにも拘わら
ずそれが叶えられないために，名称だけは多様
な非正社員として働いており，その結果でもあ
ろうが，非正社員の約３割は週４０時間以上働く
フルタイム型の非正社員となっているのである。
そうした現状を踏まえるならば，非正社員の時
代の特徴示すキーワードは，「男性」，「家計自
立型」，「フルタイム」，「不本意」非正社員の増
大ということになる。こうした構造変化こそが，
非正社員に孕まれる労働と生活の危うさを浮き
彫りにし，そしてまた「社会」の衰退を浮き彫
りにしたと言ってよい。
第３節 非正社員からワーキングプアへ
リーマン・ショック時に，中途解約をも含む
「派遣切り」の結果，住居を失った派遣労働者
が多数生まれ，「年越し派遣村」がジャーナリ
ズムでも大きく取り上げられたことは未だ記憶
に新しい。湯浅誠は『反貧困』において「一人
前の福祉国家であれば，失業と野宿の間には膨
大な『距離』がある」と指摘し，その距離を「溜
め」と呼んだが，それに倣って言えば，失業と
野宿が直結しかねないわが国社会は，福祉国家
や「豊かな社会」などには程遠い「溜め」なき
野蛮な「社会」，あるいは「社会」らしからぬ
「社会」なのであろう。
「派遣切り」に典型的に示されたように，こ
「労働の世界」の変容とその行方
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の間非正社員は不必要となればいとも簡単に仕
事を奪われてきたのであるが，雇用契約を中途
で解約した経営者はいざ知らず，派遣労働者や
有期雇用の労働者の契約を更新しなかった経営
者には，おそらく解雇といった意識はまったく
と言っていいほど無かったであろう。製造ライ
ンの「部品」と化していた派遣労働者などは，
仕事がなくなれば辞めてもらって当たり前であ
ると思われていたに違いないからである。かれ
らは，労働力ではあっても労働者ではなかった
と言ってもいいのかもしれない。人間としての
労働者が存在しないところに「社会」はない。
企業の側が何らの雇用者責任を感じなくても済
むような，言い換えれば，労使関係の制約無し
に解雇が「自由」に行えるようなシステムが，
「企業社会」の外部に生み出されていたのであ
り，まさに雇用概念そのものの劣化である。こ
うした事態を通じて，「社会」は衰退していっ
たのである。
では，「溜め」即ち「社会」的なバリケード
無き非正社員の増大は，いったい何をもたらし
たのであろうか。その行き着く先は，ワーキン
グプアの族生であったと言ってよい。ワーキン
グプアについては公式の定義が存在する訳では
ないが，一般には，正社員並みに働いても生活
保護基準以下の収入しか得られない人々（貧困
問題に対する関心が薄く，未だ絶対的な貧困線
も無いわが国では，代理指標として年収２００万
円未満の人々を指している）のことを言う。こ
うしたワーキングプアは現在１，１３１万人に達
し，１０年連続で１千万人を超え，一年を通じて
働く人々の４人に１人を占めているのである
（２０１６年国税庁「民間給与実態統計調査」）。で
はそうした人々は，どこにどのような形で存在
していたのであろうか。以下では，その代表的
な事例として，この間社会的な注目を集めてき
たフリーター，ネットカフェ難民，日雇い派遣
労働者を取り上げ（これらの労働者は部分的に
重なり合ってもいる），その実像を紹介してみ
よう。いずれも，すでに旧聞に属するかのよう
な変化の激しい時代ではあるが，そうした時代
であるからこそ敢えて振り返っておく意義があ
ると言うものだろう。
フリーター（『労働経済白書』での定義によ
れば，１５～３４歳で男性は卒業者，女性は卒業者
で未婚の者のうち，雇用者で「パート・アル
バイト」の者，失業者で探している仕事が「パ
ート・アルバイト」の者，非労働力人口に含
まれる者のうち，希望する仕事が「パート・ア
ルバイト」で家事も通学も就業内定もしていな
い者）の数は１７９万人で，フリーターの当該年
齢人口に占める割合は２０１４年には６．８％となっ
ている（２０１４年版『子ども・若者白書』）。改め
て指摘するまでもないが，この数字は過少であ
る。考えてみればすぐにわかるように，それま
でフリーターだった人間が，３５歳を過ぎれば突
如フリーターから脱出出来るわけがない。そう
であれば，統計上はフリーターから除外されて
いる３５歳を過ぎた中年フリーターが，この間増
えている可能性は大きい。ニートと呼ばれてき
た若年無業者（１５～３４歳の非労働力人口のうち，
家事も通学もしていない者）も，６０万人でピー
ク時からほとんど変化していない（同上）。こ
ちらも同じで，中年の無業者が増えている可能
性は高いのである。
ネットカフェ難民と呼ばれる現代版の若年ホ
ームレスも，大きな社会的関心を呼んだ。ネッ
トカフェ難民（住居を失いインターネットカ
フェやマンガ喫茶等の店舗で寝泊まりしながら
不安定な仕事に従事する「住居喪失不安定就労
者」）については，厚生労働省が２００７年にその
実態を調査し公表した（その後，こうした調査
が行われていないところにも，貧困認識の貧困
が現れているのかもしれない。その後今年に
入って東京都が２０１６年に実施した同種の調査の
結果が公表され，ネットカフェ難民の数は都内
でおおよそ４，０００人と推定された）。それによる
と，ネットカフェ等を週の半分以上オールナイ
トで利用する常連の利用者のうち，住居喪失者
は約５，４００人と推定された（そのうち半数の
142
２，７００人が非正規労働者であり，失業者や無業
者は約２，２００人であった）。彼らの多くは，仕事
を辞めて家賃が払えなくなったり，あるいは寮
や住み込み先を出て住居喪失者となっており，
ネットカフェのみではなく路上やファーストフ
ード店などでも寝泊まりするのだと言う。月収
は１０万円程度でしかも日払いでないと生活出来
ない状況にあり，まさに典型的なワーキングプ
アと言うことが出来よう。住居のない労働者に
とっては，寮付きであることが仕事を選択する
うえで重要な要素となり，またそうした弱みが，
高額な寮費等の天引きを生み出してもいる。仕
事を失えば同時に住居も奪われ，住居がなけれ
ばまともな仕事には就けないといった悪循環の
構造が，こうして出来上がっていったのである。
先に指摘した雇用概念の劣化とでも言うべき
状況は，間接雇用の派遣労働者において典型的
に現れたが，その極北にあったのが，携帯で日々
の仕事を確保していた日雇い派遣労働者であっ
た。周知のように，労働者派遣事業には，派遣
業者が自社で常時雇用している社員を派遣する
届出制の事業形態を取った特定労働者派遣事業
と，派遣業者があらかじめ希望者を登録してお
いて，企業に派遣する期間だけ雇用する許可制
の事業形態を取った一般労働者派遣事業がある。
特に大きな問題を抱えていたのが，派遣事業の
主流を占めている後者であった。そこで働く派
遣労働者は，就業がきわめて不規則かつ不安定
であり，社会・労働保険が未適用であるために
セーフティネットを欠いており，団結権や団体
交渉権などの行使が著しく困難であるといった
特徴を有している。その象徴として注目された
のが日雇い派遣の労働者であった。厚生労働省
は，２００７年に１カ月未満の雇用契約で働く短期
派遣労働者の実態を調査したが（こうした調査
も，その後は実施されていない），それによれ
ば，１日単位の雇用契約で働く日雇い派遣の者
が８割を超え，彼らは携帯電話のメールで仕事
の連絡を受けながら，倉庫や搬送や製造の業務
に月１４日ほど勤務し，１３万円強の月収なのだと
言う（調査に協力が得られた１０社のみで，１日
平均で５３，０００人もの労働者が短期の派遣労働に
従事していた）。
１９７０年代には労働疎外との関連で「細分化さ
れた労働」（ジョルジュ・フリードマン）が関
心を呼び，単純・単調労働問題が注目を集めた
が，今日では「細分化された労働」どころか，
「細分化された雇用」が大きな問題として浮上
していたのである。こうした不規則かつ不安定
な働き方を求められる労働者が，仕事と生活を
通じて人生の物語を紡いでいくことなど出来る
訳もなかろう。「派遣労働者実態調査」（厚生労
働省，２０１２年）によれば，派遣労働者の４３．２％
は正社員になることを希望しており，派遣労働
者として働くという場合でも，そのうちの８割
は常用雇用型で働くことを希望しているのであ
る。いずれにしても，生涯賃金が正社員の５割
にとどまる非正社員の内部に，このようにして
さまざまな形でワーキングプアが堆積していた
のである。彼らのような使い捨ての生活保護予
備軍を大量に活用することによって，「雇用の
安定なき景気回復」（ジョブレス・リカバリー）
が進んだのであった。まさに，「社会」の衰退
がもたらした企業業績の回復である。
だが，格差を広げまた人的資源を軽視した成
長には，もともと大きな限界があったと言うべ
きだろう。『労働経済白書』（２００８年）も，「コ
ストの削減には有効でも，労働者の職業能力の
向上を通じた労働生産性の向上にはつながりに
くい」非正規雇用が顕著に増大した結果，１９９０
年代以降労働生産性の上昇率が大きく低下した
こと，更には仕事のやりがいや雇用の安定，収
入の増加，休暇の取りやすさなどから見た労働
者の満足度が，非正規雇用の増大や成果主義賃
金の拡大にともなって，同じく１９９０年代以降一
段と悪化してきていることを明らかにし，実態
と意識の両面から「企業社会」の安定が揺らい
でいることに警鐘を鳴らしていた。当時から，
「格差拡大トレンドの中で，中間層所得比率は
趨勢的に低下しており，それが長引く消費低迷
「労働の世界」の変容とその行方
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をもたらしている可能性がある」（『朝日新聞』
２００９年６月２６日）との指摘や，「生産性の低い
労働者を安く大量に雇うことでしか競争出来な
い生産モデル」が広がり「技術革新が遅れてい
く」（『朝日新聞』２００９年５月１５日）といった指
摘がなされていたが，その後の事態を眺めてみ
ると，こうした指摘こそが注目されるべきだっ
たのではなかろうか。
労働者派遣法に残された種々の制約を免れよ
うとして，請負契約の形を取った派遣即ち「偽
装請負」も蔓延した。ここに典型的に示されて
いたように，労働の分野における「コンプライ
アンス」がいとも簡単に無視され続けてきたの
は，企業のビヘイビアに対して「社会」という
視点から規制を加えるような力があまりにも微
弱であったからだろう。アベノミクスにおいて
「世界で企業がもっとも活躍しやすい国にする」
ことが政策目標として掲げられたり，トリクル
ダウン・セオリーが麗々しくもてはやされたり
したことも，「社会」という視点の欠落を象徴
的に示すものであった。こうして，非正社員が
２千万人，ワーキングプアが１千万人を超え，
完全失業者の５人に４人は失業給付を受給出来
ず，生活保護を受けられない困窮者が最低６００
万人はいるという現実に直面することになった
のであった。新自由主義の改革がもたらした現
代における「悲惨」である。何ともミゼラブル
でいかにも資本主義らしい資本主義，俗に言う
野蛮な資本主義の出現であった。
第３章 疲弊する職場とその背景
第１節 過剰な労働の蔓延
非正社員は，低賃金のままで弾力的な労働力
編成を可能にする存在であり，その意味では「使
い捨て」の労働力として位置付けられているの
であるが，では，そうした非正社員と比べて恵
まれていると思われており，ジャーナリズムを
賑わしてきた論者からは，その「高賃金」が指
弾の対象ともされた正社員の状況はどのような
ものであったのだろうか。まず取り上げるべき
は，やはり過剰な労働即ち「働き過ぎ」であろ
う。わが国の労働時間に対する法的規制はもと
もと弱かったが，新自由主義の改革はそれを更
に弾力化させてきた。始業時刻だけははっきり
しているものの，仕事がいったい何時に終わる
のかが不明な職場など珍しくもない。今日でも
週の就業時間が６０時間を超えて働く長時間労働
者は４００万人を超えているが，デフレ不況の真っ
只中でも，過労死認定基準（発症直前月に１００
時間，または発症前２～６カ月に月平均８０時間
を超える時間外労働に従事）を上回って働く「エ
ンドレス・ワーカーズ」（小倉一哉）とも言う
べき労働者が，やはり同じように４００万人を優
に超えて存在していたことは，改めて注目に値
しよう。長時間労働の常態化である。
こうした長時間労働に従事する労働者は，若
年層や中堅層に集中している。「少数精鋭主義」
や「即戦力重視」の強調が長時間労働に拍車を
駆けてきたし，「裁量労働」の形式を装った長
時間労働の拡大という現実もある。あるいはま
た，比較的若い労働者が管理職に「登用」され，
労働時間管理の対象から意図的に除外されて，
長時間労働に従事せざるを得ないといったケー
スも広がっている。サービス残業と呼ばれる不
払い残業の是正指導額が２０１６年度に１２７億円に
達していることから見ると，長時間労働に従事
する労働者の裾野は更に広いと言うべきだろう。
この２０年ほどの間に，どの街でも馴染みとなっ
たハンバーガーショップ，ファミリーレストラ
ン，コンビニエンス・ストア，紳士服のチェー
ン店，消費者金融などの業種が急成長を遂げた
のであるが，そうした分野の新興企業には，「固
定残業代」を採用して労働時間管理を放棄した
り，肩書きとわずかの手当を与えて残業代を節
約するいわゆる「名ばかり管理職」が跋扈して
いたりして，過酷な長時間労働の果てに店長な
どが過労死するといった事例が後を絶たない。
１９９０年前後から，「毎月勤労統計調査」のよ
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うな事業所調査では，不払い残業は労働時間に
算入されないので実際の労働時間よりも過少申
告になっているとの批判が広がり，個人調査に
よって労働時間を把握する「労働力調査」（あ
るいはより精度の高い「社会生活基本調査」）
を用いるべきであるとの主張が力を得るように
なった。「毎月勤労統計調査」では２００８年の非
農林業雇用者の年間就業時間は１，７９２時間で
あって，これだけ見ればこれまで政府が時短の
目標としてきた１，８００時間はクリアされたかの
ようであるが，「労働力調査」では２，１２７時間と
なるので，３００時間を超えるような不払い残業
が依然として存在している可能性がある。こう
したところにも，企業の存続や成長のためであ
れば，法違反をも辞さないというわが国企業の
反「社会」的な姿が見え隠れしている。
長時間労働は，労働者の健康を蝕むことに
よって過労死や過労自殺の悲劇さえ生むのであ
るが，それとともに，「社会」の危機をもたら
していることを忘れるべきではなかろう。交通，
医療，福祉，教育などの人間の生活に直接関わ
る社会サービス分野の「荒廃」は，長時間労働
を核にした過酷な労働がもたらしたものである
と言っても言い過ぎではない。先の『働きすぎ
の時代』では，宅配便やトラック運輸業の超長
時間労働（こうした業種では，平均の労働時間
がすでに過労死ラインを超えている！）が，運
転者の過労死や健康障害をもたらしているだけ
ではなく，しばしば居眠り運転による交通事故
を招いて，人命を損なうこともあると指摘され
ているが，似たような事例は他にもある。
医療ミスの背後には頻繁な深夜勤務を余儀な
くされている看護師の過重労働があるし，医師
不足も医師のあまりにも過密な労働抜きには考
えられない。介護施設での慢性的な介護士不足
や介護の手抜き，虐待なども，低賃金・長時間
労働といった介護士の厳しい現場がもたらして
いるようにも思われるし，小・中学校での学級
崩壊や校内暴力，いじめなどにも，疲れ果てて
対応する力を失いがちな教員の姿がちらついて
いるのである。いわゆる「感情労働」分野（看
護，介護，教育，接客など）での労働が過酷で
あることは，もはや周知の事実となりつつある。
労働科学の知見を度外視するほどの働き過ぎは，
多くの労働者を疲弊させて生産性さえ低下させ
かねないし，労働の質を劣化させてわれわれの
生活をも脅かしかねないのである。長時間労働
によって「社会」は衰退していくのであるが，
「社会」が衰退して労働者の生活が軽視される
ことによって，労働時間は更に延びていく。
今日では，職場の様相も様変わりを見せてい
る。「雇用ポートフォリオ」にもとづいて，正
社員と非正社員の「最適」な組み合わせが追求
されているのであるが，その実態は正社員の徹
底した絞り込みである。現場における定型的な
業務や事務・管理部門の補助的な業務について
は，非正社員に担当させたりあるいはアウトソ
ーシングしつつ，特定領域の専門的な業務や現
場で高度な技能を要求される業務，非正社員の
管理・監督業務，あるいは顧客獲得など収益の
拡大に直結する業務や，創意工夫や判断を必要
とする非定型的な業務などは，専ら正社員に担
当させている。こうして，正社員もこれまで以
上に精鋭的な働き方を求められているため，わ
が国においても「窒息するオフィス」（ジル・
フレイザー）が生まれ，ビジネス書で話題にな
るほど「不機嫌な職場」や「壊れる職場」が広
がってきたのである。
これまでチームワークによって支えられてき
た職場の共同性が，多様な非正社員の配置に
よって断裂し，そこに正社員間の成果をめぐっ
ての落ちこぼれを許さない厳しい競争も重なっ
て，揺らいできているのである。企業の外部に
おいて「社会」が衰退しただけではなく，企業
の「内部」においても「社会」が衰退したとで
も言えようか。非正社員だけではなく，正社員
もまた孤立を深めているのである。わが国の職
場では，これまでは「あいまいな職務構造」が
チームワークを支えてきており，それが職場で
の「助け合い」を生んでいると言われてきたが，
「労働の世界」の変容とその行方
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今日ではこの「あいまいな職務構造」が逆に機
能して，特定の個人に仕事が集中していくよう
な状況もあると言う。チームワークが衰弱して
「乾いた人間関係」に覆われた職場では，真面
目で「責任感」が強く，「他人思い」（大野正和）
のいかにも日本的な労働者が孤立していくので
ある。「人間性喪失の荒涼たる風景」（田島一）
が広がっていると言うべきなのだろう。過労死
や過労自殺が生まれやすいのは，こうした職場
なのである。過剰な労働は，短期間であれば遂
行も可能であろうが，そうしたものを長期に
渡って遂行し続ける不可能である。その「無理」
を象徴していたのが，若年・中堅層に広がる鬱
病であり「メンタルヘルス」不全問題だったの
ではなかろうか。人的資源を濫費する成長の限
界が，こうした形でも露わになりつつある。
第２節 成果主義賃金のもたらしたもの
では賃金についてはどうだろうか。賃金をめ
ぐる近年の動向として注目されるのは，「高コ
スト体質」の是正に向けた成果主義賃金の拡大
である。そこで課題とされてきたのは，賃金に
おける年功的性格の一掃であったと言ってよい。
企業に対する貢献度は，これまでは職能給と人
事考課（情意考課，能力考課，成績考課からな
る）によって評価されてきた。しかしながら，
職能給のなかには，いわゆる習熟昇給の形を
取った毎年の定期昇給制度が織り込まれていた
り，資格ごとの賃金の上限も厳格に運用されて
いないケースも少なくなかったと言うし，また，
能力は一度身に付けば失われないという前提か
ら，資格の降格は想定されておらず，更には，
たとえ工夫を凝らしたとしても，資格ごとに求
められる能力の違いを文言として表すことは現
実には難しく，それが曖昧な処遇につながった
のである。また人事考課について言えば，「や
る気」や「意欲」を評価の対象とした情意考課
や，潜在能力までをも評価の対象にした能力考
課では，企業に対する貢献度の評価がどうして
も曖昧になることは避けられない。情意考課や
能力効果は，数値化された結果として具体化さ
れることはないからである。曖昧であれば，処
遇はどうしても「勤続」を評価した年功的なも
のになっていく。それが紛れの無い基準だから
であり，それ故に普通の労働者にとっての「公
正」となるからである。
こうした賃金決定システムでは，「高コスト
体質」の元凶である年功賃金を解体出来ないと
いうことで，先の「新時代の『日本的経営』」
では，総額人件費管理を徹底し，「職能・業績
反映型賃金管理システム」を確立することが強
調されていた。有期雇用の「高度専門能力活用
型」や低賃金の「雇用柔軟型」のタイプの労働
者を増やすこと自体が「高コスト体質」の是正
に結び付く（時間給が低いだけではなく，ほと
んどの場合一時金も退職金も無いかあってもご
くわずかだからである）ことは先に触れたが，
特に問題とされたのは「長期蓄積能力型」のタ
イプの労働者に対する処遇である。そこでは，
企業業績と連動して上下する一時金のウェイト
を増やしたり，貢献度反映型の退職金制度を導
入したり，年功的な定期昇給制度を廃止したり，
年俸制や洗い替え職能給を導入したり（高い評
価を持続出来なければ賃金は下がることにな
る），人事考課では成績考課を重視したりする
ことなどが提言されていたのである。「職能・
業績反映型賃金管理システム」の確立によって
経営サイドが目指していたのは，賃金決定を可
能な限り「個別化」し，わが国の賃金が依然と
して脱却出来ないでいる年功的性格と賃金の持
つ下方硬直性を打破し，査定・業績・変動型の
賃金に改編していくことであったと言えよう。
具体的な動きとしてまず注目されたのは，裁
量労働制と連動した年俸制の導入であった。職
能資格制度による能力主義的な賃金決定を改変
して，顕在化された能力と実績によって賃金決
定をよりシンプルに業績主義化しようとした訳
である。年俸制を導入する理由として，業績主
義の強化や経営参画意識の高揚などがあげられ
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ていたことからもわかるように，自分の賃金を
自分で稼ぎ出すといったような，賃金について
の自己決定・自己責任意識を植え付けようとし
たのである。年俸制の特徴は，言うまでもなく
定昇なしで賃下げも可能な業績主義そのものの
賃金だという点にある。これまでの賃金体系の
下では，余程特別な事情の無い限り賃金の減額
は困難であった。しかし，管理職を中心に年俸
制が導入されることによって，業績を口実に，
賃金がいとも簡単にしかも大幅に減額されるケ
ースも生まれたのである。
査定・業績・変動型の賃金への改編の動きは，
職能資格制度の業績主義的な運用という形でも
現れた。年俸制は，形式上は業績に対して責任
を負い得るだけの権限や裁量が付与されている
ことが前提となるので，すべての労働者に適用
出来る訳ではない。「長期蓄積能力型」の労働
者の多くは，やはりこれまでのような職能給の
月給制とならざるを得ない。ここでの課題は，
定昇の廃止と洗い替え職能給の導入である。日
経連報告は，「ある一定の時期に全員を対象に
賃金が上昇する仕組み」としての定期昇給が存
続する限り，賃金体系を変えても賃金は年功的
になるとして，定昇制度の廃止を提起するとと
もに，職能資格制度が資格の「上ずり現象」に
よって現実には年功的に運用されていることを
踏まえ，洗い替え職能給を導入して実績重視で
運用しようとしたのであった。これまでの職能
給では，全員が前年度の賃金水準を維持したう
えで，人事考課によって次年度の賃金の上げ幅
に差が生まれるというものであったが，洗い替
え職能給では，降格という手荒な手段を取らな
くても昇給ストップやマイナス昇給がありうる
ので，賃金水準は容易にラッパ型に開いていく
という訳である。
年俸制にしても洗い替え職能給にしても，人
事考課がこれまで以上に大きな位置を占め，し
かもそこでは業績が決定的なあるいは中心的な
評価対象とされていた。それはなぜだろうか。
まず指摘出来ることは，先にも触れたように，
これまでの人事考課が能力や成績とともに情意
までをも考課の対象としてきたこともあって，
制度運用上ある種の曖昧さを抱え続けてきたの
であるが，この曖昧さは労使双方に不満を醸成
したために，それを払拭したいとの思いが生じ
ていたのである。そして更には，情意考課を通
じて企業にとっての異質な問題行動を封じ込め
ることにあらかた成功し，「生活態度としての
能力」（熊沢誠）をかなり高いレベルで均質化
し得たことが，逆に情意考課の役割を低めたと
いう事情もある。違いを明らかにしようとすれ
ば，もはや業績にしか現われなくなっていたの
である。こうして，能力主義管理は，処遇の曖
昧さに対する労働者の不満を梃子にしつつ，業
績に照準を合わせた成果主義賃金を産み落とし
たのであった。
成果主義賃金は，業績の大小に賃金を連動さ
せる仕組みとして「世俗化」したので，誰にも
わかりやすい公正な賃金制度でもあるかのよう
に受け止められた。若年層に成果主義賃金に対
する評価が高かったのも，それ故であろう。し
かしながら，そこにはわかりやすいことの「無
理」も存在した。自己完結的な労働の分野では
業績はすでに歩合給（あるいは出来高給）によっ
て評価されてきた訳で，チームによって遂行さ
れる労働においては，もともと個々人の業績を
短期に評価していくこと自体が困難だったので
ある。だからこその時間給だったはずである。
そうしたところに成果主義賃金を導入すれば，
導入当初は好意的に受け止められるケースも生
まれるものの，時間が経過すればするほど評価
の「無理」は表面化し，不満が蓄積していかざ
るを得なかった。業績を評価することが難しく
なった結果，好業績をあげ得るような行動特性
としてのコンピテンシーを評価するようになっ
たのであるが，これはそうした「無理」を端的
に示していたと言わざるを得ない。こうした成
果主義賃金の変容が示しているのは，賃金を如
何様にも変えられると勘違いして奏でられた狂
騒曲の虚しさだったのではなかろうか。
「労働の世界」の変容とその行方
147
上記のような形で，成果主義賃金は労務費コ
ストの削減に貢献したと思われるが，それとと
もに，あるいはそれ以上に重要なことは，業績
というものを経営の祭壇に祭り上げることに
よって，労働者のそしてまた経営者の賃金に対
する思考様式を変え，職場における労働のあり
方を変えたことである。生計費対応的な賃金を
何か古臭いものででもあるかのように思わせる
ことになったし，従来の９時５時労働プラス残
業時間といった働き方を成果達成型の労働へと
変え，これまでの労働時間を遙かに超えた働き
方を，労働者の「自発」を装いつつ強制したの
である。こうした事態は，労働者のワーク・ラ
イフ・バランスを崩すことになったが，それに
留まらずに，「短期」間に「数値」化された「結
果」を出すことを厳しく追求するような経営姿
勢は，この間度重なった企業の不祥事の温床と
なった可能性もある。
こうした影響を受けて，近年若者の間にもい
わゆる自己実現系のワーカホリックが新たに出
現しているのだと言う。仕事に燃え尽きること
さえ厭わないかのように見える，前向きな若者
たちの群れである。そこでのキーワードは，仕
事の中身としての「働きがい」や「やりがい」
指向であり，主体のあり方としての「自己実現」
や「自分らしさ」指向である。彼らの描く成功
モデルは「ニューリッチ」や「起業」であり，
それを可能にするのは，仕事のプロフェッショ
ナルへの成長や主体的なキャリアの形成である。
ここには，新自由主義が描くような，「自己責
任」を自覚した自立した個人としての労働者像
がある。フリーターやニートが問題とされた際
には，若者たちの労働意欲の「過少」が注目さ
れて，かれらに対するバッシングが広がったが，
他方でその対極には，あまりにも前向き過ぎる
が故の労働意欲の「過剰」が問題となってもい
るのである。労使関係が希薄になった世界での
労働意欲の「過剰」は，財界が提唱するような
「自律型」の人材や「価値創造型」の人材を育
成しようとする試みへと接続している。若者た
ちの企業への帰属意識は希薄化したとよく言わ
れるが，そうした希薄化は，仕事への前向きな
姿勢によって補完されているようにも見えなく
はない。
「業績」の達成が「自己責任」と結び付けら
れることによって，企業はあたかも労使関係な
き生産ユニットやビジネスユニットと化し，プ
ロフェッショナルとしての「仕事術」が人生の
指南書ででもあるかのように説かれ，あまりに
も軽薄な内容のビジネス書ばかりがベストセラ
ーとなって氾濫するなかで，雇用概念は正社員
の間でも風化を遂げつつある。ビジネス書の氾
濫などは，他方でのプロレタリアートならぬプ
レカリアートの分厚い沈殿と好一対と言うべき
であろうか。ともに「自己責任」が生み出した
結果である。しかしながら日本の現実は何とも
酷薄である。「自律型」の人材なるものはあっ
という間に世俗の塵芥にまみれ，「名ばかり店
長」に加えて，社会・労働保険の保護や定昇，
一時金，退職金の保護無き正社員のような，い
わゆる「名ばかり正社員」を生み出したのであっ
た。その結果は，過剰な労働によって生み出さ
れた働く人々の深い疲弊である。
第４章 「社会」の衰退から再生へ
第１節 「社会」の衰退と企業別組合
では，これまで縷々紹介してきたような新自
由主義の改革やその諸結果に対して，わが国の
労働組合はどのような対応を試みてきたのであ
ろうか。非正社員の増大にしても，成果主義賃
金の広がりにしても，そしてまた組合組織率の
低下にしても，これまでの労働組合の有り様に
大きな衝撃を与えてもおかしくは無かったはず
であるが，ナショナルセンターや単産はともか
く，民間大企業の企業別組合はそうした事態を
衝撃と受け止めることは無かった。非社員の増
大も成果主義賃金の導入も「高コスト体質」の
是正のためには止むを得ないと受け止められて
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いたし，組合組織率の低下も，ユニオン・ショッ
プ協定によって企業内の正社員をほぼ１００パー
セント組織していた企業別組合にとっては，他
人事だったからである。当時の連合会長は，偽
装請負の蔓延に関して「バブル崩壊後，コスト
削減でこういう雇用形態の人が製造現場にも
入ってくるのを知りながら（労組は）目をつぶっ
ていた。言葉が過ぎるかもしれないが，消極的
な幇助。働くルールがゆがむことへの感度が弱
かったと言われてもしょうがない」（『朝日新聞』
２００６年８月９日）と自己批判したが，「社会」
を衰退させた企業別組合には，新自由主義の改
革に対峙する必要があるとの自覚すらもが薄ら
いでいたのであろう。
先の『新時代の「日本的経営」』でも指摘さ
れていたように，企業の側は企業内の協調的な
労使関係については一貫して重視する姿勢を崩
してはいなかったので，「長期蓄積能力型」の
タイプ労働者のところでは企業別組合は生き残
るであろう。しかしそれは，自らが作り出した
「寄る辺」なき労働者の大群に包囲され，ます
ます企業内に閉塞していくのではないかと予想
されたのであるが，民間大企業の企業別組合に
関して言えば，そうした予測はほぼ当たったよ
うに思われる。「企業社会」への労働者の深い
統合こそが，新自由主義の改革をほぼ無抵抗に
受容させたのであり，１９９０年代後半以降の事態
は，ひとまずは「企業社会」の成熟の必然的な
結末として認識すべきなのではなかろうか。こ
うしてわが国の労働組合は，組合数も組合員数
もそしてまた組合組織率も（更に言えば，労働
争議件数も争議参加人員も）減少させ続けてき
たのであった。
しかしながら，こうしたいささか手垢にまみ
れた筆者のような評価では，わが国の企業別組
合のリアルな姿を十分にとらえ切れていない可
能性もある。なぜなら，民間大企業の労働組合
の幹部などは，労働組合の取るべきスタンスと
新たな活動スタイルについて，以下のようなこ
とを自信に満ちて饒舌に語っているからである。
「今日，時代が要請しているものの一つが『一
人ひとりの自立』です。即ち，強い個の確立で
す。企業は個人の集合体であり，個人の力の総
和が企業力となることから，『組合員一人ひと
り自らキャリアデザイン，ライフデザインを描
き，自立して資質を高める姿』に挑戦していく
ことが大変重要であると考えています。自ら進
むべき道を自己選択し，そしてその結果につい
て自己責任で対処していく。…組合がいかにそ
の（自立した組合員の）支援者になるのか，な
りえるのか，ある意味で組合の真価が問われて
いると言っても過言ではなく」云々と。ここま
でくると，何やら経営者の発言のようでさえあ
る。
こうした発言に見られる思考様式，即ち「企
業の発展あるいは生き残りという言説」によっ
て雇用の流動化を受け入れ，「価値の多様化や
個の重視という言説」によって活動スタイルを
雇用の流動化に対応させようとするような思考
様式（鈴木玲）が，すべての企業別組合に共有
されているなどと断定するつもりは毛頭ないが，
少なくとも，連合に加盟する民間大企業の組合
幹部にはそれほど違和感なく受け入れられてい
るようにも思われる。だが，クラシックな思考
様式に拘っている筆者には，こうした主張を
堂々と行う組織が，いったいどこまで労働組合
なのかという疑問も湧く（「名ばかり労組」と
の評もある）。これまでの伝統的な労働組合像
からはかなり乖離した新たな組合像を前にして，
深い戸惑いさえ覚えるのである。このような労
働組合においては，集団的労使関係は制度化さ
れた形式としては残っているものの，その内実
は失われていくことになるだろう。組合員は，
労働組合に「寄る辺」を期待することが難しく
なるからである。こうして，組合員が頼ろうと
はしない労働組合といった背理が，深まってき
たのである。
変容した集団的労使関係に替わって注目され
るようになったのが，個別紛争の増大に示され
る個別的労使関係であった。こうした事態に対
「労働の世界」の変容とその行方
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応するために導入されたのが，個別労働紛争解
決制度であり，「労働審判制度」であった。前
者についてのみ一言触れておけば，今日では総
合労働相談件数は１１３万件（そのトップは「い
じめ・嫌がらせ」である），民事上の個別労働
紛争相談件数は２６万件にも達し（２０１６年度「個
別労働紛争解決制度の施行状況」），ともに高水
準を維持したままなのである。「短期」の「個
人」の「業績」を重視した成果主義賃金が，労
働組合の職場規制をいっそう弱め，その結果個
別の労働紛争を広げてきたことも間違いなかろ
う。職場においても規制緩和が進められたとで
も言えようか。パワーハラスメントやセクシュ
アルハラスメント，モラルハラスメントの広が
りなども，職場における労働組合の更なる衰退
と無縁ではない。こうして，企業別組合は春闘
時にしか話題とはならない存在になっているの
であるが，労働条件に対する拘りもきわめて微
弱になっているので，既に「賃上げ」組合です
らなくなっていたとも言えよう。その結果，長
期にわたり実質賃金が減少し，大企業の「労働
分配率」は今日まで低下し続けてきたのであっ
た（２０１６年度「法人企業統計調査」）。
この間新自由主義の改革が追求してきたもの
は，長期雇用の限定や賃金の年功的性格の一掃
などであったが，それらが徹底されていくなら
ば，旧来の「日本的経営」が消滅していくよう
に思われたり，また，労働者の企業へのコミッ
トメントが希薄化していくのではないかと思わ
れたとしても，おかしくはない。それ故，こう
した変化を「日本的経営」の「崩壊」（牧野冨
夫）や「企業主義的統合」の「解体」（後藤道
夫）と捉えるような見解も生まれた訳であろう。
筆者にも理解できない訳ではない。だが，先の
ような変化は，そのこと自体で労働者の企業か
らの自立をもたらすことはなかった。彼らは，
非正社員という「寄る辺」なき労働者の群れに
投げ込まれまいとして，企業依存の姿勢を自ら
脱却しつつ企業に更に深く「統合」されていっ
たからである。
今日の状況を冷徹に見れば，正社員にしか関
心を示さず「社会」の衰退に無関心な企業別組
合は，２１世紀には自然死する可能性さえ無しと
はしない。喩えの是非は別として，「恐竜の道」
（早房長治）を辿っているとの指摘が，たんな
る妄言とも思えないのである。「働き方改革」
への対応をめぐって「連合」が労働者の抗議デ
モに見舞われたことは，その予兆にさえ見える。
そうした事態を回避して労働者が企業から自立
し得るためには，労働組合運動が自ら「寄る辺」
を創り出すしかない。そのためには，労働組合
もまた非正社員を正社員の「補完物」と見るよ
うな姿勢を改めていかなければならないのだろ
う。非正社員に組合戦略の照準を合わせながら，
「社会」の有り様に着目する労働組合が，２１世
紀を生き延びていくのではなかろうか。その際，
ユニオン運動と呼ばれる新しいタイプの労働組
合の実践に注目するだけではなく，既存のナ
ショナルセンターや単産による「社会」への対
応の強化や，非正社員の組織化，非正社員の正
社員化などにも，もっと大きな関心が払われる
べきであろう。
上記のような労働組合運動の転換を，筆者は
たんなる願望としてのみ語っている訳ではない。
労働組合が企業内に埋没し格差と貧困に関心を
弱めれば弱めるほど，「社会」の側には格差と
貧困に対する批判が生まれ，広がり，社会政策
や労働政策の有り様が改めて注目されるように
なる。そうした動きは，企業別組合の企業内へ
の埋没を弱める可能性もある。連合に「非正規
労働センター」が，全労連に「非正規雇用労働
者全国センター」が組織されたことは，労働組
合の新たな胎動を象徴的に示していたのではな
かろうか。日経連が『新時代の「日本的経営」』
を提唱した時には，たとえまったくの主観的な
願望にしか過ぎなかったにせよ，「人間中心（尊
重）の経営」や「長期的視野に立った経営」を
堅持する必要があるなどと述べられてはいた。
だが，そうした「社会」への形ばかりの配慮ら
しきものさえ，この２０年ほどの間にすっかり失
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われてしまっている。経営者が放擲した「人間」
や「長期的視野」の重要性を主張すべきは，「寄
る辺」なき労働者をさまざまな形で結集しよう
とする労働組合の側であり，そうした労働運動
を支援する社会運動や政党の側である。新自由
主義の改革を批判し，「社会」を可視化しよう
とするような労働組合運動，言い換えれば社会
運動ユニオニズムへの転換が強く期待される所
以である。
第２節 「社会」を再生させるために
振り返ってみると，政府や企業は景気回復の
ために所得格差の拡大を容認し，国民もまた，
景気の回復によるトリクルダウンが所得格差を
縮小するであろうと期待もして，小泉内閣以降
の「構造改革」路線を受け入れてきたようにも
思われる。だがその結果，「中流」が生み出し
てきた「親和性の高い社会」は崩壊し，格差の
広がった「優位社会」（自己を他者よりも優位
に置こうとする優位戦略が支配的になった社
会）へとシフトしてきたのであった。こうした
新自由主義の改革が生み出した社会は，「健康
水準が低く，暴力的で，信頼感に欠け，社会的
な結束力が弱い」（リチャード・ウィルキンソ
ン）不平等な社会，つまり「社会」らしからぬ
社会でしかなかったのである。「企業社会」の
下でのほぼ企業内に収斂した労使関係が，企業
の内と外で「非法的」（西谷敏）な性格を強め，
「社会」への関心を衰退させてきたからこそ，
新自由主義の改革は社会的な保護や規制，ある
いは制度やルールによる抵抗をほとんど受けず
に，猛威を振るえたのではなかったか。今日の
事態は，「企業社会」の下での新自由主義の改
革がもたらした，その意味では両者が重なり
合った二重の「痛み」であったようにも思われ
る。企業を「社会」に等値し，更にはまた市場
を「社会」に等値し続けてきたが故の「痛み」
であったと言うべきであろうか。
先に紹介した『反貧困』には，「『社会』とい
う言葉の衰退とその理由」については市野川容
孝著『社会』を参照せよとの指摘がある。市野
川の叙述で目に留まったのは，以下のような箇
所である。「日本において政治的な言葉として
の『社会』が急速に忘れ去られ，衰滅している
一つの理由は，この社会を社会主義やマルクス
－レーニン主義と等置してきた当の人びとが，
それらの瓦解を目の当たりにしながらも，それ
らの何をどう否定し，批判すべきかをきちんと
言葉にする作業を，不快であるがゆえに自分で
避けてきた，あるいは不快と思う人によって妨
げられてきたからではなかろうか」。社会主義
やマルクス－レーニン主義とまったく無縁のと
ころにいた訳ではない筆者にとっては，何とも
耳の痛い話だが，それでもきわめて興味深い指
摘である。こうした指摘に一言付け加えるなら
ば，「社会」が衰退していったのは社会主義や
マルクス－レーニン主義の「瓦解」後ではなく，
「瓦解」の前からなのであり，「企業社会」の形
成と成熟自体が，わが国における「社会」への
関心を衰退させてきたと言うべきだろう。
なお市野川は，「リベラリズムというカタカ
ナ語が急浮上し，あるいは正義や公共といった
それまでさほど目立たなかった日本語が突如，
迫り出す一方で，社会という言葉が忽然と姿を
消す」といった事態を踏まえて，丸山真男の『日
本の思想』から次のような文章を引いている。
原文は，「新たなもの，本来異質的なものまで
が過去との十全な対決なしにつぎつぎと摂取さ
れるから，新たなものの勝利はおどろくほどに
早い。過去は過去として自覚的に現在と向きあ
わずに，傍らにおしやられ，あるいは下に沈降
して意識から消え『忘却』されるので，それは
時あって突如として『思い出』として噴出する
ことになる」というのである。今更ではあろう
が，聞き捨てにすることの出来ない鋭い指摘で
あろう。
彼の政治的図式主義批判を半ば受け入れて，
大所高所の議論をあまり好まぬようになり，ま
た理論信仰批判に少しは影響されて実感信仰に
「労働の世界」の変容とその行方
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傾いた筆者のような人間には，何とも気が重い
指摘ではある。「窮乏化論の否定を含むわたし
の発言に対して，組織的にバリゾウゴンを浴び
せてきた集団があったはずだが，あの人たちは
今どこへ消えたのだろう」（馬場宏二）とか，「一
般に賃金を論ずる際に労働力の再生産費で説明
する方法」は「無力」かつ「有害」（石田光男）
であるといった主張を，今頃になって改めてひ
とり静かに読み返してみると，何とも奇妙な懐
かしさにとらわれるのである。「無構造」の伝
統は，実感信仰で「豊かさ」を論じ，状況が変
われば再び実感信仰で「貧しさ」を論ずること
にも通じており，自らもまた，こうした融通無
碍の世界に生きていることを深く自覚しておか
なければならないのだろう。
われわれが今後課題とすべきは，労働問題の
世界から衰退していった「社会」を再浮上させ
再生させることである。そのためには，新自由
主義の改革に抗し得るようなさまざまな理念と
運動を組み合わせていかなければならないだろ
う。その際に重要となるのは，労働者の人生に
深く関わるとともに，それが「社会」の重要な
構成要素となる職場や企業，仕事と生活に関す
る構想力である。職場を構想する力については，
人的資源管理の「過剰」（企業への全人格的包
摂）と「過少」（労働力の使い捨て）を抑制し
つつ，持続可能な労働を可能にするためのワー
クルールが重要となろう。「社会」が衰退すれ
ば，ルールが軽視され「偽装」が蔓延する。「偽
装」に覆われた労働の世界においてこそ，もっ
とも徹底した「コンプライアンス」（法令遵守）
が求められるべきなのである。遵守すべき法令
に労働に関する法令が含まれていないような
「コンプライアンス」であるならば，そうした
ものにいったいどれほどの意味があろうか。
企業について言えば，今求められているのは
「企業の社会的責任」（CSR）を自覚した企業で
ある。教科書ふうの理解によれば，企業規模が
大きくなればなるほど，企業は株主の私的所有
物から社会の所有物になり，社会的な存在とし
ての性格を強めるはずである。しかし，名だた
る大企業が真っ先に「派遣切り」を行ってきた
り，過労死認定基準をはるかに上回る３６協定を
締結していたりするわが国の現実を見れば，こ
うした解説の何と虚しいことだろうか。偽装請
負を指摘されて，「３年たったら正社員にしろ
と硬直的にすると，日本のコストは硬直的に
なってしまう。もう少し市場に任せてほしい。
派遣法を見直してもらいたい」（２００６年１０月，
経済財政諮問会議）と述べて，実情を無視して
いる法律の方が問題であると開き直った経営者
が，その当時日本経団連の会長を務めていたの
であり，そうした人物がわが国を「希望の国」
にするのだと語っていた。「社会」を無視しつ
つ「国家」を語るという，珍妙ではあるがいか
にも日本的な光景ではあった。「企業の社会的
責任」は，労働組合や市民や政党の「社会」に
着目した「監視」と「発言」と「運動」無しに
は生まれない。企業のさまざまな活動を「社会」
に埋め込んでいくことが求められているのであ
る。
仕事を構想する力としてはどのようなものが
期待されているであろうか。ここで重要な役割
を果たすと思われるのは，ILOの提起している
「ディーセント・ワーク」（わが国では，「働き
がいのある人間らしい仕事」と訳されている）
という考え方である。見苦しくない労働，即ち
「権利が保障され，十分な収入を得，適切な社
会的保護のある生産的な仕事」が，途上国，先
進国を問わずすべての働く人々にとって必要な
のであるが，現実はそうした状況からは程遠い。
『労働経済白書』（２００８年版）が，「日本におけ
るディーセント・ワークに向けての課題として，
正規雇用化に向けた取り組みや長時間労働の是
正が必要である」と，改めて述べている如くで
ある。「働き方改革」が提唱されたりしたのも，
わが国におけるインディーセントな状況の蔓延
と無縁ではなかろう。ディーセント・ワークは，
企業が求めるフレキシビリティ（＝柔軟性）の
前提として，労働者がどんな状況に陥っても「社
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会」において生存可能なセキュリティ（＝保障）
無しにはありえないと言うべきである。「社会
的保護」とはそのことである。そしてまた，ILO
の提起には「社会対話」の推進が掲げられてい
たことにも注目しておきたい。「働き方改革実
現会議」の有識者委員１５名のなかには，労働組
合側の委員が僅かに１名しかいないのだが，こ
うした現実は，「社会対話」を推進するものと
は到底言い難い。
そして最後に，地域と家庭を構想するための
「ワーク・ライフ・バランス」の実現である。
わが国では男女間の性別役割分業がはっきりし
ており，雇用労働を男性に，家事労働を女性に
振り分けてきた。しかしながら，こうした関係
の下では，ワークとライフのバランスは両性に
とって危ういものとならざるを得ない。男性の
場合には働き過ぎが慢性化しやすくなって，家
族と共有する時間を失っていく。女性の場合は，
家事労働をもっぱら担うことによるストレスに
加えて，仕事に就くとしても非正社員の選択を
余儀なくされていく。こうした両者によって営
まれる家庭生活が，実り豊かで充実したものに
なるはずもない。改めてワーク・ライフ・バラ
ンスが論じられなければならない所以である。
ワーク・ライフ・バランスとは，両性にとって
の労働時間と生活時間を調和させることであり，
そのために決定的に重要な課題となっているの
は，男女を共通に規制する労働時間の短縮であ
る。これなしに語られるさまざまな技法は，ワ
ーク・ライフ・バランスの名に値しないと言わ
ざるを得ない。男性のワーク・ライフ・バラン
スが図られない限り，女性が活躍することは困
難である。
おわりに
「社会」の再生のためには，労働をめぐる「再
規制」の必要性が改めて強調されなければなら
ない。この間注目されてきたのは，雇用に関し
て言えば，派遣労働に対する新たな規制であっ
た。派遣労働者は，「自由化」によって正社員
に代替する形で急増してきたのであるが，この
「自由化」を見直し，ワーキングプアの温床と
もなった「日雇い派遣」や「登録型」派遣の規
制も浮上した。更に，ワーキングプアとの関連
では，最低賃金の引き上げも注目された。先進
国のなかで最低レベルにあるわが国の低すぎる
最低賃金の改善は，急務なのである。更には，
労働時間の短縮も大きなテーマとして浮上し，
時間外労働の上限規制や不払い残業の根絶，更
には時間外割増率の引き上げを通じて，雇用を
創出していくことなども期待された。そして最
後に，失業した非正社員が雇用保険を受給出来
ない現状の改善も急務となった。加入資格を緩
和したり，失業給付期間を延長していくことが
緊急の課題として浮かび上がってきたのである。
こうしてここに掲げた雇用や賃金，労働時間，
社会・労働保険に関わる課題を振り返ってみる
と，あまりにもオーソドックスでクラシック，
更に言えばわれわれがこの間軽視し続けてきた
課題であることに驚きを禁じ得ない。わが国の
企業別組合が見失ってきた制度や政策に関わる
ような課題，即ち「社会」の有り様に関わる課
題が，新自由主義の改革の果てに再びクリアに
浮かび上がってきているのである。これらの課
題は，政党のマニフェストに書き込まれるだけ
ではなく，すべての労働組合の方針書にこそ書
き込まれるべきものなのではなかろうか。更に
言えば，１９７０年代には国民春闘が取り組まれ，
そこには生活闘争や制度・政策要求があり，「社
会的弱者」に対する連帯があった。今そうした
過去の運動体験を思い起こしてみることは，こ
れからの「社会」の有り様を考えるうえで決し
て無駄ではあるまい。
今日では，上述したような課題に対する政府
の処方箋として，「働き方改革」が登場し今国
会で法案の審議が始まろうとしている。そこで
もっとも注目されたのは労働時間改革である。
その中身は，「高度プロフェッショナル制度」
の導入や，裁量労働制の拡大，残業時間の
「労働の世界」の変容とその行方
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上限設定からなる。は高度専門職を労働時間，
休憩，時間外割増賃金などの規制の対象外とす
るものである。残業代の支払いがゼロになるこ
とがよく話題となり，それはそれで重要な運動
上の論点ではあるのだが，「社会」の再生を重
視した観点から言えば，企業が労働時間を管理
しない制度であることの方が大きな問題かもし
れない。は企画業務型の裁量労働制を提案型
の営業に拡大するものであり，こちらもまた時
間管理を弱めた領域を広げることになる。は
３６協定で青天井となっている残業の上限を，法
律で「月４５時間，年３６０時間」に定めるもので
ある。しかしここには到底見過ごすことのでき
ない「特例」があって，そのために，過労死認
定基準と同じ水準までの延長が可能となってい
る。
賃金については，「非正規という言葉を一掃
する」ために「同一労働同一賃金」を実現する
と言うのが謳い文句である。しかしながら，政
府案には「同一労働同一賃金」の文言はなく，
基本給や一時金について労働者の能力や業績，
企業への貢献度，人材活用の仕組みなどをもと
に，「違いに応じた支給」でよいとされている。
ここに紹介した違いを判断するのは使用者なの
で，非正規が一掃されることなどそもそも考え
にくかろう。他に注目されるのは，雇用対策法
の改定によって「多様な就業形態の普及」が雇
用政策に加えられようとしていることである。
労働法制の対象外となるフリーランスの個人事
業主や請負・委託などの働き方が，これまで以
上に広がる可能性が高いのである。フリーラン
スの働き方に関して言えば，その過半が不本意
なものであるとの調査結果もある。ワークルー
ルから除外された働き方が，「究極の非正規雇
用」（脇田滋）となる危うさを忘れるべきでは
なかろう。
こうした政府提出の法案の問題点を眺めてみ
ると，非管理や非雇用の領域の拡大に現れてい
るように，自由や多様ばかりが前面に出ている
ように見える。そうしたところに良質な「社会」
が再生するとは思われない。このような「働き
方改革」の有り様は，現代においては「仕事は
もはや自己，アイデンティティ，生活設計の足
場にはなり得ない。それは社会の倫理的基礎と
も，個人生活の道徳的基軸ともみられなくなっ
た」（ジークムント・バウマン）といった議論
を改めて思い起こさせる。「生産性革命」とセッ
トにされた「働き方改革」は，働き方の足場と
基礎と機軸を弱めていくことによって，一方で
は仕事の有り様を更に空疎なものにしかねない
し，その空疎を埋めようとして，過剰な労働が
更に強められていく危険性もある。「成長戦略」
に従属した「働き方改革」であるが故の危険性
であろう。「問題なのは，成長戦略がないこと
ではない。成長しなくてもやっていけるための
戦略がないことが問題なのだ」（平川克美）と
の指摘は重い。
もっとも，新自由主義の下での先のような流
れが，歴史的な必然という訳ではない。「物語
的主体」となることを阻まれて「漂流する個人」
（リチャード・セネット）となったとしても，
労働者は労働と生活を通じて人生の物語を紡い
でいくしか生きる術はないからである。「社会」
が衰退したところに噴出するのは，非「社会」
的なあるいは反「社会」的な，そして脱「社会」
的な行動の連鎖であり，「逸脱や逆機能」（山之
内靖）の広がりである。格差が拡大し貧困が蔓
延した社会がリスキーな存在であることは，近
年の諸事件を通じてわれわれが学んだところで
はなかったか。企業への自虐的なまでの埋没や
市場における自由な競争のみで，良質な「社会」
が形成されるはずもなかろう。「企業社会」や
「市場社会」を市民社会に埋め込んで，労働と
生活を基軸に据えた自己と他者の持続的な相互
交流の場としての「社会」に転換していくため
は，さまざまな紆余曲折と困難はあっても，「労
働再規制」（五十嵐仁）に向かうしかない。す
なわち，先に紹介したような「国家法的規制や
労働者集団による社会権力の規制」を通じて，
「社会」を再生させていかなければならないの
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である。そして，希望は依然としてそこにこそ
ある。
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ド・モダニティ』，大月書店
ジョルジュ・フリードマン／小関藤一郎（１９７３）『細分
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主義』，作品社
トマ・ピケティ／山形浩生他訳（２０１４）『２１世紀の資本』，
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（追記）
筆者は，現在の判型に移行してからの『経済学論集』
にまだ投稿したことがない。せめて定年退職前に一度
は投稿しておきたいと思い，多忙な年度末にも拘わら
ず無謀を承知で本稿をしたためてみた。これまでの主
張を繰り返している個所がほとんどで，いささか気が
咎めないでもなかったが，上記のような個人的な思い
に免じてお許し願いたい。
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